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議案第８２号  

平成３１年度青梅市病院事業会計予算 

（総  則） 

第１条 平成３１年度青梅市病院事業会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 病床数・年間患者数・１日平均患者数 

区            分 

病 床 数
医 療 法

  一 般 ・ 精 神  5 2 5
床

定 床 数
  感 染 症  4

床

年 間
  入    院  1 5 1 , 8 9 0

人

患 者 数
  外    来  2 9 0 , 4 0 0

人

１ 日 平 均
  入    院  4 1 5

人

患 者 数
  外    来  1 , 2 0 0

人

（２） 主要な建設改良事業 

 病院施設整備事業 5 5 7 , 7 6 1 千円 

（収益的収入および支出） 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 病 院 事 業 収 益 16 , 8 8 8 , 4 1 2 千円 

 第１項 医 業 収 益 15 , 0 9 9 , 1 5 4 千円 

 第２項 医 業 外 収 益 1, 7 6 9 , 2 2 8 千円 

 第３項 特 別 利 益 20 , 0 3 0 千円 

︲1︲



支      出 

第１款 病 院 事 業 費 用 16 , 8 8 8 , 4 1 2 千円 

 第１項 医 業 費 用 16 , 6 3 9 , 4 9 4 千円 

 第２項 医 業 外 費 用 21 7 , 4 0 0 千円 

 第３項 特 別 損 失 21 , 5 1 8 千円 

 第４項 予 備 費 10 , 0 0 0 千円 

（資本的収入および支出） 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額 1, 5 5 5 , 9 7 9 千円は、損益勘定

留保資金等 1, 0 6 6 , 4 3 2 千円および建設改良積立金取崩し額 48 9 , 5 4 7

千円で補 するものとする。）。 

収      入 

第１款 資 本 的 収 入 57 6 , 7 2 6 千円 

 第１項 企 業 債 50 3 , 8 0 0 千円 

 第２項 出 資 金 72 , 1 2 2 千円 

 第３項 補 助 金 2 千円 

 第４項 固 定 資 産 売 却 代 金 1 千円 

 第５項 寄 付 金 1 千円 

 第６項 そ の 他 投 資 返 還 金 80 0 千円 

支      出 

第１款 資 本 的 支 出 2, 1 3 2 , 7 0 5 千円 

 第１項 建 設 改 良 費 1, 2 7 3 , 4 8 1 千円 

 第２項 長 期 貸 付 金 8, 7 6 0 千円 

 第３項 企 業 債 償 還 金 83 9 , 3 9 0 千円 

 第４項 基 金 積 立 金 2 千円 

 第５項 補 助 金 返 還 金 27 2 千円 

 第６項 そ の 他 投 資 80 0 千円 

 第７項 予 備 費 10 , 0 0 0 千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次

のとおりと定める。 
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事 項 期 間 限度額 

南 棟 解 体 等 工 事 監 理

委託料 

平成 31（2 0 1 9）年度から

平成 32（2 0 2 0）年度まで
12 , 6 8 5 千円

新 病 院 建 設 発 注 支 援

コ ン ス ト ラ ク シ ョ ン

マネジメント委託料 

平成 31（2 0 1 9）年度から

平成 32（2 0 2 0）年度まで
18 , 4 8 0 千円

土壌汚染調査委託料 
平成 31（2 0 1 9）年度から

平成 32（2 0 2 0）年度まで
27 , 1 5 9 千円

仮 設 棟 プ レ ハ ブ 賃 借

料 

平成 32（2 0 2 0）年度から

平成 35（2 0 2 3）年度まで
22 4 , 8 8 0 千円

南 棟 ア ス ベ ス ト 撤 去

お よ び 地 上 部 解 体 工

事 

平成 32（20 2 0）年度 1 7 4 , 0 1 0 千円

（企  業  債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次

のとおりと定める。 

目 的        医療器械設備整備事業資金に充てる。 

限 度 額         5 0 3 , 8 0 0 千円 

起債の方法         証書借入または証券発行による。 

利 率        5 . 0 パーセント以内 

償還の方法   政府資金についてはその融資条件により、銀行その

他の場合はその債権者と協定するものとする。ただし、

企業財政の都合により起債の全部または一部を翌年度

に繰り越し、据置期間および償還期限を短縮し、もしく

は繰上償還または低利に借換えすることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、10 0 , 0 0 0 千円と定める。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の

経費の金額に流用し、または、これら以外の経費をこれらの経費の金額

に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費                             8 , 6 4 5 , 6 8 1 千円 

（２） 交 際 費                                        4 7 3 千円 
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（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、4, 5 8 6 , 9 7 2 千円と定める。 

（重要な資産の取得） 

第１０条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

区  分 種 類 名   称 数量 

１取得する資産 医 療 器 械

ＰＥＴ－ＣＴ装置 1

ＳＰＥＣＴ－ＣＴ装置 1

放射線モニタリングシステム 1

人工心肺装置 1

平成３１年２月２０日 

提出者  青梅市長  浜 中 啓 一  
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平 成 ３１ 年 度

会計予算に関する説明書

青 梅 市 病 院 事 業







    収

１  病 院 事 業 収 益 16,888,412

１   医   業   収   益 15,099,154

外 来 収 益 4,820,640２

１

平 成  ３１ 年 度 青 梅 市 病 院

収  益  的  収  入

款 項 予   定   額

10,024,740

目

入 院 収 益
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入    
（単位：千円）

金          額

  １   主 部 門 収 益

       （病棟部門、中央診療補助部門）

診 察 料

投 薬 料

注 射 料

検 査 料

画 像 診 断 料

処 置 ・ 手 術 料

輸 血 料

入 院 料

包 括 入 院 料

給 食 料

分 娩 料 等

そ の 他

  １   主 部 門 収 益

       （外来部門、中央診療補助部門）

診 察 料

投 薬 料

注 射 料

検 査 料

画 像 診 断 料

処 置 ・ 手 術 料

指 導 料

732,737

347,568

263,689

242,599

4,820,640

316,716

123,408

1,249,028

1,287,593

84,208

147,364

2,955,293

35,087

89,220

117,289

1,265,122

4,747,717

260,643

10,025

70,173

外 来 収 益 4,820,640

事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

お  よ  び  支  出

入 院 収 益

備                             考

10,024,740
10,024,740

節

区          分
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款 項 予   定   額目

２   医  業  外  収  益 1,769,228

補 助 金

受 取 利 息 配 当 金

３ そ の 他 医 業 収 益

１

２ 750,143

3

253,774
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金          額
備                             考

節

区          分

在 宅 料

そ の 他

  １   主 部 門 収 益

   （１） 室料差額収益

室料差額収益 82,881

   （２） 公衆衛生活動収益

健 康 診 断 料 4,657

予防接種料等 4,866

   （３） 医療相談収益

妊 婦 診 察 料 41,896

乳幼児健康相談料等 4,612

Ｐ Ｅ Ｔ 検 診 料 7,906

   （４） 受託検査施設利用収益

受託検査施設利用収益 1

   （５） その他医業収益

文 書 料 40,599

精神患者身体合併症
医 療 事 業 受 託 料

休　日　・　全　夜　間
診 療 事 業 受 託 料

在宅難 病患者 緊急
一時入院事業受託料

指  定  精  神  病  院
措  置  協  力  謝  金

そ の 他 11,723

  １   財  務  収  益

預 金 利 息

基 金 利 息

  １   国  庫  補  助  金 8,666

8,666

129,194

1

106,955

1

2

3

11,295

34,888

6,302

54,414

253,774

82,881

9,523

370,707

医師臨床研修費等補助金
8,666

106,955

2,148

国 庫 補 助 金

54,414

受 託 検 査 施 設
利 用 収 益

医 療 相 談 収 益

82,881

9,523

2

そ の 他 医 業 収 益

室 料 差 額 収 益

1

預 金 利 息 1

基 金 利 息

公衆衛生活動収益
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款 項 予   定   額目

３ 他 会 計 負 担 金 695,236
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金          額
備                             考

節

区          分

  ２   都  補  助  金

特殊診療部門 

救命救急センター

感染症指定医療機関

市町村公立病院整備
事業費償還補助金（利子分）

新人看護職員
研修事業費補助金

  １   救急医療経費

  ２   高度医療経費（病理部門）

  ３   高度医療経費（放射線治療）

  ４　 医師等研究研修経費

  ５   リハビリテーション経費

  ６   建設改良経費

　７   精神病棟経費

  ９   小児医療経費

 １０   周産期医療経費

 １１ 　感染症医療経費

 １２ 　院内保育経費

 １３ 　児童手当経費

医師派遣事業補助金

3,666
支援事業補助金

医師勤務環境改善
7,545

事業補助金

産科医等確保

災害拠点病院防災訓練等
108

参加支援事業補助金

市町村公立病院等
2,410

運営事業補助金
543,937

22,509

運営事業費補助金

24,043

院内保育事業
2,124

運営費補助金

21,255

11,702

37,969

34,843

741,477

287,811

27,133

34,230

95,188

26,413

50,828

21,312

29,557

がん診療連携拠点病院
機能強化事業費補助金

市町村公立病院

運営事業補助金

運営事業補助金

  ８   共済組合長期給付
　　　 追加費用経費

99,109

741,477

695,236他 会 計 負 担 金

960

11,362

34,619

6,080

都 補 助 金

︲13︲



款 項 予   定   額目

その他医業外収益６

４

20,020

３   特   別   利   益 20,030

固 定 資 産 売 却 益

２ 過年度損益修正益

１ 10

173,291

５

102,127長期前受金戻入益

資 本 費 繰 入 収 益 48,428
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金          額
備                             考

節

区          分

　１   資本費繰入収益

市町村公立病院整備
事業費償還補助金（元金分）

  １   家   賃   収   益

  ２   不用品売却収益

  ３   私 用 電 話 料

  ４   保 育 事 業 収 益

保 育 料

  ５   その他医業外収益

看護学生実習関係収益

自動車駐車場使用料

売店食堂使用料等

治 験 収 益

テレビ等設置手数料

そ の 他 の 収 益

  １   財   産   収   益

器械備品売却益

  １   主  部  門  収  益

過年度分入院収益

過年度分外来収益

過年度分その他医業収益

30,568

2,920

4,746

52,896

32,076

13,000

10,224

保 育 事 業 収 益 2,920

26,610

48,428

48,428

　１   長期前受金戻入益 102,127

2,920

10

20,020

10,000

10,000

10

143,510

10

10

140

111

そ の 他 医 業 収 益

入 院 収 益

その他医業外収益

10,000外 来 収 益

10

10

10

10,000

家 賃 収 益

不 用 品 売 却 収 益

26,610

140

111

過年度分その他医業外収益

143,510その他医業外収益

電 話 使 用 料

固 定 資 産 売 却 益

資 本 費 繰 入 収 益

長期前受金戻入益 102,127

48,428
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    支

１  病 院 事 業 費 用 16,888,412

１   医   業   費   用 16,639,494

款 項 予   定   額目

給 与 費１ 8,607,821
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出    
（単位：千円）

金          額

  １   部 門 共 通 費 用

        給              料 2,855,085

特 別 職 18,240

医 師 570,289

看 護 師 1,598,020

医 療 技 術 員 413,797

事 務 員 191,314

労 務 員 63,425

        手              当 2,662,011

特 別 職 5,685

医 師 956,815

看 護 師 1,182,130

医 療 技 術 員 306,949

事 務 員 141,951

労 務 員 30,736

児 童 手 当 37,745

        賃              金 1,094,397

医 師 541,219

看 護 師 96,492

医 療 技 術 員 65,254

事 務 員 39,665

労 務 員 351,767

        報              酬 1,689

委 員 報 酬 252

嘱託職員報酬 1,437

        法 定 福 利 費 1,164,799

備                             考

8,607,821

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

退 職 給 付 引 当 金
繰 入 額

賃 金

2,662,011

給 料

1,094,397

手 当

節

区          分

報 酬

1,164,799

13,508

法 定 福 利 費

職員退職手当基金
積 立 分 繰 出 金

1,689

300,772

515,560

2,855,085
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款 項 予   定   額目

2,472,829

材 料 費 4,545,620２

３ 経 費
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金          額
備                             考

節

区          分

        賞与等引当金繰入額 515,560

        退職給付引当金繰入額 300,772

        職員退職手当基金積立分
　　　　繰出金（出向職員分）

  １   主部門材料費用 4,545,620

投薬・注射・その他薬品費 2,585,442

診療諸材料費 1,813,018

患者給食材料費 120,374

医療用消耗備品費 26,786

  １   主  部  門  費  用 1,425,119

職 員 被 服 費 6,392

消 耗 品 費 45,341

消 耗 備 品 費 10,218

印 刷 製 本 費 7,230

修 繕 費 99,842

賃 借 料 134,320

委 託 料 1,121,776

  ２   補 助 部 門 費 用 733,077

厚 生 福 利 費 16,096

報 償 費 1,979

旅 費 交 通 費 2,700

職 員 被 服 費 1,248

消 耗 品 費 14,595

消 耗 備 品 費 2,346

燃 料 費 410

食 糧 費 308

印 刷 製 本 費 972

修 繕 費 72,242

保 険 料 26,983

賃 借 料 52,129

13,508

報 償 費

光 熱 水 費

薬 品 費

給 食 材 料 費

医 療 消 耗 備 品 費

2,585,442

診 療 材 料 費 1,813,018

厚 生 福 利 費

59,936

2,700

7,6407,640

印 刷 製 本 費

26,786

旅 費 交 通 費

職 員 被 服 費

食 糧 費

16,096

120,374

172,084

8,202

1,979

12,564

314,633

修 繕 費

燃 料 費

消 耗 備 品 費

消 耗 品 費

308

410
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款 項 予   定   額目

934,657４ 減 価 償 却 費
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金          額
備                             考

節

区          分

通 信 運 搬 費 8,569

委 託 料 490,451

諸 会 費 2,810

運営委員会費 10

交 際 費 473

看護師対策費 8,613

事務費負担金 15,548

地域医療連携経費 565

貸倒引当金繰入額 6,704

雑 費 7,326

  ３   部 門 共 通 費 用 314,633

光 熱 水 費 314,633

  １   減 価 償 却 費 用 934,657

392,199

2,906

536,693

417

2,442

565

6,704

器械備品減価償却費
2,906

8,613

7,326

放射性同位元素減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

15,548

2,810

10

473

通 信 運 搬 費

事 務 費 負 担 金

貸倒引当金繰入額

諸 会 費

2,442
放 射 性 同 位 元 素
減 価 償 却 費

器 械 備 品 減 価
償 却 費

建 物 減 価 償 却 費

構築物減価償却費

536,693

392,199

車 両
減 価 償 却 費

417

雑 費

地域医療連携経費

看 護 師 対 策 費

交 際 費

運 営 委 員 会 費

賃 借 料

委 託 料

保 険 料 26,983

車両減価償却費

1,612,227

8,569

186,449
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款 項 予   定   額目

２ 保 育 所 運 営 費

資 産 減 耗 費

217,400

26,912

22,060

17,326

90,930

86,584

５

４

消 費 税 お よ び
地 方 消 費 税

500

３

支 払 利 息

51,655

２   医  業  外  費  用

５

６

１

研 究 研 修 費

その他医業外費用

雑 損 失
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金          額
備                             考

節

区          分

  １   補助部門費用（一般管理費） 26,912

たな卸資産減耗費 1,090

固定資産除却費 25,822

  １   補助部門費用（一般管理費） 51,655

研 究 材 料 費 30

講師招へい謝金等 3,775

図 書 購 入 費 19,612

旅 費 11,968

研 究 雑 費 7,268

研究研修奨励援助経費 2

治 験 経 費 9,000

  １   財  務  費  用 90,930

企 業 債 利 息 90,808

122

  １   雑    損    失 86,584

不用品売却原価 10

86,574

3,775

保 育 所 運 営 費 22,060

11,968

謝 金

17,326

2

90,808

  １   消 費 税 お よ び

122

治 験 経 費

7,268

25,822

研 究 研 修 奨 励
援 助 経 費

30

500

一時借入金利息
（運転資金利息）

資本的支出控除
対象外消費税

  １   そ の 他 医 業 外 費 用

17,326
       地  方  消  費  税

22,060  １   院内保育所運営費用

不 用 品 売 却 原 価

消 費 税 お よ び
地 方 消 費 税

一 時 借 入 金 利 息

旅 費

企 業 債 利 息

研 究 雑 費

研 究 材 料 費

図 書 費

たな 卸 資産減耗費

500

86,574そ の 他 雑 損 失

10

その他医業外費用

固 定 資 産 除 却 費

9,000

19,612

1,090
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款 項 予   定   額目

21,518３   特   別   損   失

過年度損益修正損

１

２

10,000４   予     備     費

固 定 資 産 売 却 損

３ そ の 他 特 別 損 失

21,408

10

10,000予 備 費

100

１
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金          額
備                             考

節

区          分

  １   財  産  損  失 10

器械備品売却損 10

  １   主 部 門 費 用 21,408

過年度入院収益減 10,000

過年度外来収益減 10,000

過年度その他医業収益減 10

過年度その他医業外収益減 1,398

  １   そ の 他 特 別 損 失 100

その他特別損失 100

10,000

そ の 他 医 業 収 益

そ の 他 特 別 損 失

外 来 収 益

入 院 収 益

100

10,000

10,000

10

予 備 費

10

10,000  １   予    備    費

その他医業外収益 1,398

固 定 資 産 売 却 損

︲25︲



    収

１  資  本  的  収  入 576,726

１ 企 業 債 503,800

５ 寄 付 金 1

２ 都 補 助 金 1

固定資産売却代金

６ その他投資返還金 800

１

1

１ 企 業 債 503,800

１

72,122

2

１
負 担 区 分 に よ る
他 会 計 出 資 金

３ 補 助 金

その他投資返還金 800

２ 72,122

1国 庫 補 助 金

４

出 資 金

固定資産売却代金

資  本  的  収  入

款 予   定   額項 目

寄 付 金

１

１ 1

1
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入    

（単位：千円）

金          額

  １   企 業 債   503,800

医療器械設備整備事業債 503,800

  １  負担区分による他会計出資金 72,122

建設改良経費 72,122

  １   財 産 処 分 収 入 1

器械備品売却代金 1

  １   その他投資返還金 800

職員住宅敷金返還金 800

1都 補 助 金

1  １   国 庫 補 助 金1

企 業 債 503,800

国 庫 補 助 金

お  よ  び  支  出

備                             考
節

区          分

72,122
負 担 区 分 に よ る
他 会 計 出 資 金

  １   都 補 助 金

寄 付 金 1

固定資産売却代金 1

  １   寄 付 金

その他投資返還金

1

1

800
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    支

１  資  本  的  支  出 2,132,705

１ 建 設 改 良 費 1,273,481

固 定 資 産 購 入 費

8,760１ 長 期 貸 付 金

２

款 予   定   額項 目

１
病 院 施 設 整 備
事 業 費

557,761

２ 長 期 貸 付 金

715,720

8,760
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出    
（単位：千円）

金          額

  １   新病院等建設経費 557,761

給 料 13,395

手 当 13,498

法 定 福 利 費 5,962

賞与等引当金繰入額 2,885

職員退職手当基金
積立分繰出金

厚 生 福 利 費 55

旅 費 交 通 費 300

消 耗 備 品 費 500

賃 借 料 17,754

委 託 料 401,231

事 務 費 負 担 金 61

工 事 請 負 費 100,000

  １   固定資産購入経費 715,720

医療器械購入費 643,910

備 品 購 入 費 71,810

  １   看護職員確保対策に要する経費 8,760

助産師・看護師修学資金貸付金 8,760

55

工 事 請 負 費 100,000

17,754

旅 費 交 通 費

厚 生 福 利 費

消 耗 備 品 費

賃 借 料

備                             考

71,810

8,760

61

643,910

節

区          分

医 療 器 械 購 入 費

委 託 料

13,498

401,231

5,962

長 期 貸 付 金

備 品 購 入 費

給 料

事 務 費 負 担 金

手 当

法 定 福 利 費

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

職員退職手当基金
積 立 分 繰 出 金

2,120

300

500

13,395

2,885

2,120
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款 予   定   額項 目

１ 予 備 費 10,000

272

800

800

７ 予 備 費 10,000

１ 補 助 金 返 還 金

６ そ の 他 投 資

１ そ の 他 投 資

補 助 金 返 還 金

４ 基 金 積 立 金 2

１ 基 金 積 立 金 2

272５

３ 企 業 債 償 還 金 839,390

１ 企 業 債 償 還 金 839,390
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金          額
備                             考

節

区          分

  １   企業債償還に要する経費 839,390

企 業 債 償 還 金 839,390

医 学 研 究 研 修

奨 励 基 金 積 立 金

  １   そ の 他 投 資 800

職 員 住 宅 敷 金 800

10,000

272

22

予 備 費

272

そ の 他 投 資 800

  １   補 助 金 返 還 金補 助 金 返 還 金

10,000   １   予 備 費

  １   医学研究研修奨励基金積立金

企 業 債 償 還 金 839,390
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（単位：千円）

　　　有形固定資産の売却による収入

　　　長期貸付金の貸付による支出

　　　長期貸付金の免除額

　　　有形固定資産の取得による支出

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

4,564

△ 8,760

　　　未収金の増減額

　　　利息および配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

2

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

　　　減価償却費

　　　退職給付引当金の増減額

　　　貸倒引当金の増減額

△ 1,197,311

（平成３１（２０１９）年４月１日から平成３２（２０２０）年３月３１日まで）

平成３１年度青梅市病院事業　予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

△ 4,061

934,657

△ 102,127

△ 3

14,883　　　賞与等引当金の増減額

　　　国都補助金等による収入

　　　たな卸資産の増減額

　　　支払利息

　　　小計

　　　長期前受金戻入額

　　　受取利息および受取配当金

　　　未払金の増減額

　　　国都補助金等返還による支出

　　　有形固定資産除却損

　　　有形固定資産売却損益

△ 272

1,335,337

3

△ 90,930

1,244,410

1

△ 1,192,846

1,100

110,251

183,113

△ 284

10

81,046

90,930

25,822
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72,122

△ 263,467

503,800

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

216,368

△ 839,390

5,047,183

5,263,551

1

　　資金期末残高

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金減少額

　　　寄付金の受領による収入

　　　他会計からの出資による収入

　　資金期首残高
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１   総       括

特別職

9

9

特殊勤務
手       当

前 年 度 773,710

比 較 △ 63,867

（注） 1 （　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

2  退職給付費は退職給付引当金繰入額である。

3　期末勤勉手当のうち438,784千円、および法定福利費のうち

　79,661千円は賞与等引当金繰入額である。

給        与        費

区            分

職員数（人） 給　　　　　　　　　　　与

一般職

本

年

度

損益勘定支弁職員 768 1,689
(19)

資本勘定支弁職員 0
3

0

2,855,085 1,094,397

報         酬 給          料 賃         金

13,395
(　0)

0

(19)
合                  計 9

771
1,689 2,868,480 1,094,397

資本勘定支弁職員 0
2

(15)
合                  計 9

761

0 7,468 0
(　0)

1,655 2,837,563 1,068,847

比

較

損益勘定支弁職員 0
9

合                  計 0
10

34 24,990 25,550
(　4)

資本勘定支弁職員 0 1 0 5,927 0

34
(　4)

(　0)

30,917 25,550

区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

（千円）
48,946 445,676 14,907

451,677 15,466 38,686
内     訳

手 当 の
本 年 度 52,366 709,843

3,420 6,001 559 412

38,274

1,068,847
(15)前

年

度

損益勘定支弁職員 759 1,655 2,830,095
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時間外勤
務手当等

150,721 1,267,216 36,495 220,090

47,975 57,678 1,250 80,682

明        細        書

費　　　　　　（千円）
法定福利費

（千円）
合     計
（千円）

備         考

計

3,399,079 7,350,250

手         当

1,244,063

2,120 37,86029,381 6,359

13,508 8,607,821

職員退職手当
基 金 積 立 分
繰 出 金
（ 千 円 ）

15,986

8,645,6813,415,065 7,379,631 1,250,422 15,628

8,426 20,15615,894 3,029 1,233

3,270,475 8,403,037

187,604

13,487

37,391 △ 55

7,178,540 1,209,701 14,796

137,030

144,590

224,940

7,560

宿日直手当

242,644

3,330 887 17,704

832

退職給付費
調整手当
初　任　給

児童手当
期末勤勉
手　　  当

管理職手当
夜間勤務
手      当

1,324,89466,399 300,77294,762 116,673 7,086198,696

663285

66,114

3,262,049

37,745

5,753 3,779

89,009 112,894 6,423

201,091 40,721

7,162,646 1,206,672 13,563 8,382,881

︲35︲



2   給料および手当の増減額の明細

区      分

給      料 30,917 1 昇給に伴う増加分 31,313

2 その他の増減分 △ 396

手      当 144,590 1 職員手当制度改正に伴う増減分 28,299

2 その他の増減分 116,291

増   減    額（千円） 増     減     事     由     別     内     訳　　（千円）
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　普通昇給に伴う増加分 31,313 　平均昇給率 1.77%

昇給期 職員数

  7月 619人

　職員数の増減および職員の △ 396 　職員数の異動状況

　新陳代謝等による増減分 現に在職する その他 計
職 員 数

本年度 754人 17人 771人

前年度 738人 23人 761人

増   減 16人 △ 6人 10人

　採用退職等の状況

採    用 退職（見込）

本年度 63人 46人

前年度 81人 58人

 期末、勤勉手当支給率改正に伴う 28,299

 増減分

　職員数の増減および職員の 116,291

　新陳代謝等による増減分

 改正後　年間　4.60月

備                                  考説                    明　　　（千円）

 改正前　年間　4.50月
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3   給料および手当の状況

 （1）  職員１人当たり給与

平   成   31 年

1 月 1 日 現 在

平   成   30 年

1 月 1 日 現 在

 （2）  初  任  給

区           分

医    大    卒 160,700

184,500

160,700

184,500

203,900

病院事業の制度

一般会計の制度

医    大    卒

大    学    卒

234,100

大    学    卒

短　　大　　卒

医                        師 医    療    技    術    職

大　学　６　卒

234,100

平     均     年     齢
　　　　歳　　　　　月 歳　　　　　月

短　　大　　卒

38　　　　　8

区                             分

医                   師 医   療   技   術   職

441,625

　　　　歳　　　　　月 歳　　　　　月

（  医  療  職  (1)  ） （  医  療  職  (2)  ）

平  均  給  料  月  額（円）

平  均  給  与  月  額（円） 1,014,035 432,358

平  均  給  料  月  額（円） 426,759 299,812

299,071

42　　　　　9 38　　　　　4

41　　　　　7

平     均     年     齢

429,062平  均  給  与  月  額（円） 972,348
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短  大  ３  卒 高    校    卒 144,600      ―

465,293

　　　　歳　　　　　月 　　　　歳　　　　　月 　　　　歳　　　　　月

38　　　　　0

一　般　技　能　職

（  医  療  職  (3)  ） （          行          政          職          ）

285,360 310,870 371,177

看         護         職 一　般　行　政　職

     ―

142,000

142,000182,700

高    校    卒

中    学    卒

高    校    卒

144,600

182,700

     ―

182,700

大    学    卒

高    校    卒

大    学    卒189,900

大    学    卒

短  大  ３  卒

大    学    卒

看           護           職

189,900

中    学    卒

一    般    行    政    職

　　　　歳　　　　　月 　　　　歳　　　　　月 　　　　歳　　　　　月

（単位：円）

一    般    技    能    職

40　　　　　8 57　　　　　6

428,970

427,641 429,090

288,320

38　　　　　2 40　　　　　9 56　　　　　8

308,332

429,561

382,047

473,825
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 （3）  級別職員数

職  員  数（人） 構  成  比（％） 構  成  比（％）

平   成  31  年

1 月 1 日 現 在

平   成  30  年

1 月 1 日 現 在

 3級   院長、副院長、診療局長、  5級   薬剤部長

         診療局次長、部長  4級   科長

 2級   科およびセンターの副部長、 3級   主査

         副室長、医長  2級   主任

 1級   主事  1級   主事

（　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

区       分  級
医                    師 医   療   技   術   職

職  員  数（人）

6       級

0.9
（0.0）

4       級 　 　
  6

（　0）

5       級
  1

（　0）

28.6
（0.0）

5.3
（0.0）

2       級
48

（　0）
44.5
（0.0）

40
（　2）

35.7
（100.0）

3       級
32

（　0）
29.6
（0.0）

32
（　0）

29.5
（0.0）

1       級
28

（　0）
25.9
（0.0）

33
（　0）

計
108

（　0）
100.0
（0.0）

112
（　2）

100.0
（100.0）

6       級

5.3
（0.0）

5       級
  1

（　0）
0.9

（0.0）

  6
（　0）

37.5
（100.0）

3       級
31

（　0）
27.1
（0.0）

33
（　0）

29.5
（0.0）

4       級

46
（　0）

40.4
（0.0）

42
（　1）

100.0
（100.0）

32.5
（0.0）

30
（　0）

26.8
（0.0）

2       級

計
114

（　0）
100.0
（0.0）

112
（　1）

1       級
37

（　0）

標  準  的  な  職  務  内  容
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職  員  数（人） 職  員  数（人） 構  成  比（％） 職  員  数（人） 構  成  比（％）

 6級   看護局長  5級   事務局長  4級   主査

 5級   看護局次長  4級   課長  3級   副主査

 4級   看護師長  3級   係長、主査  2級   主任

 3級   主査  2級   主任  1級   主事

 2級   主任  1級   主事

 1級   主事

一   般   技   能   職

構  成  比（％）

看         護         職 一   般   行   政   職

0.2
（0.0）

  1
（　0）

1.9
（0.0）

　1
（　0）

　1
（　0）

0.2
（0.0）

  4
（　0）

7.7
（0.0）

2
（　0）

13.3
（0.0）

　19
（　0）

　19
（　0）

4.1
（0.0）

4.1
（0.0）

20.0
（0.0）

 11
（　0）

21.1
（0.0）

3
（　0）

 16
（　1）

30.8
（100.0）

10
（　3）

66.7
（100.0）

185
（　0）

242
（　8）

51.8
（100.0）

0.0
（0.0）

39.6
（0.0）

 20
（　0）

38.5
（0.0）

 0
（　0）

100.0
（100.0）

 52
（　1）

100.0
（100.0）

15
（　3）

467
（　8）

　1
（　0）

0.2
（0.0）

100.0
（100.0）

6.3
（0.0）

2
（　0）

　1
（　0）

12.5
（0.0）

0.2
（0.0）

  1
（　0）

2.1
（0.0）

　18
（　0）

4.0
（0.0）

  3
（　0）

　18
（　0）

62.5
（100.0）

4.0
（0.0）

 10
（　0）

20.8
（0.0）

4
（　0）

25.0
（0.0）

251
（　8）

56.2
（100.0）

 17
（　1）

16
（　5）

35.4
（100.0）

10
（　5）

 48
（　1）

100.0
（100.0）

158
（　0）

35.4
（0.0）

 17
（　0）

35.4
（0.0）

100.0
（100.0）

 0
（　0）

0.0
（0.0）

447
（　8）

100.0
（100.0）
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 （4）  昇給

 （5）  特殊勤務手当

　職　　員　　数　　　（A）

　昇給に係る職員数　（Ｂ）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ）

　職　　員　　数　　　（A）

　昇給に係る職員数　（Ｂ）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ）

３ 号 給

２ 号 給

３ 号 給

５ 号 給

代表的な特殊勤務手当
の名称

26.9 93.3

89,627

25.2 81.4 3.2 1.6

13,690

1.0

支給対象職員の
比率　（％）
（平成31年1月1日現在）

支給対象職員１人当たり
平均支給月額　（円）

前

年

度

号 給 数
内 訳

2 0

５ 号 給

71.4 95.1

18.8(％) 77.3 75.2 84.385.8

一　般
技能職

82.5

87

217

0

６ 号 給 （人） 27 4 4 17

（人） 27 4 4

144 24 23

0

63 230 29 3

761

２ 号 給 （人）

588 97 94 351 43 3

80.3 85.3 84.8 78.1 90.9

16

27.3

113 114 467 51

4

3

23 94 12 0

2 0

2 0

４ 号 給 （人） 411 62 64 248 34

（人）

50 3

１ 号 給 （人）

一　般
行政職

一　般
技能職

（人） 771 109 112 484 55 11

区　　　分 合　計 医　師
医　療
技術職

看護職

（人） 619 93 95 378

28

4 1828 4

152 23

4 18

１ 号 給 （人）

６ 号 給

(％)

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

４ 号 給 （人） 390 65

10（人）

14.5

区　　　分 医　師
医　療
技術職

看護職
一　般
行政職

全職種

給料総額に対する
比率　（％）

358,221

　医師手当、夜間看護手当、診療業務手当、危険手当、緊急登院手当

42,942 18,929 2,815

87.5 100.0

号 給 数
内 訳

本

年

度
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 （6）  期末手当・勤勉手当

（　）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

 （7）  定年退職に係る退職手当

 （8）  その他の手当

管理職を除く35歳未満の世帯主等
（借家・借間） 15,000円

運賃相当額（支給限度額  55,000円） 同　　　　じ

支 給 期 別 支 給 率

地　域　手  当

住  居  手  当

通  勤  手  当

１２　月

2.175 2.325

月分

同　　　　じ

同　　　　じ

月分

月分

一 般 会 計 の
制度との異同

15%

月分 月分

(2.40)(1.20)

(1.25)

2.30

(2.35)

月分

4.60
月分

(2.40)

2.30
月分

月分

区　　分

本   年   度

前   年   度

６　月

(1.20)(1.20)

(1.10)

院長等 20％、 診療局長等 15％、
副部長等 10％、主査職 6％、
副主査職  5％、主任職 3％

院長等 20％、 診療局長等 15％、
副部長等 10％、主査職 6％、
副主査職  5％、主任職 3％

部長職 20％、課長職 15％、
係長職 6％、副主査職  5％、
主任職 3％

2.30

支 給 率 計
職制上の段階、職務の級等
に よ る 加 算 措 置

4.50

区　　　分

30.5 月分23.0 月分

一般会計の
制　　　　度

2.30

一　　　般　　　会　　　計　　　の　　　制　　　度

4.60

そ の 他 の
加算措置等

月分

(1.20)

35年勤続
の　  　者

最高限度

43.0 月分月分

月分 43.0

区　　　分

支　給　率　等

20年勤続
の　　　者

25年勤続
の　　　者

43.0

一般会計の制度
（支給率等）

43.0

 　　　　　　　　　　　課長職　　　　　　係長職以下
　 配偶者 　　　　　3,000円　　　　　 　6,000円
 　父母等　　　　　 3,000円　　　　　　 6,000円
 　　 子　　　　　　　9,000円　　　　　　 9,000円
 　（満16歳の年度初めから満22歳の年度末まで
　　の子１人につき4,000円を加算）

扶  養  手  当 同　　　　じ

月分

23.0 月分 30.5
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期間 金額 期間 金額 出資金
建設改良
積立金

千円 千円 千円 千円 千円

南棟解体等
工事監理委
託料

12,685 0
平成31（2019）年度から
平成32（2020）年度まで

12,685 0 12,685

新病院建設
発注支援コン
ストラクション
マネジメント委
託料

18,480 0
平成31（2019）年度から
平成32（2020）年度まで

18,480 0 18,480

土壌汚染調
査委託料

27,159 0
平成31（2019）年度から
平成32（2020）年度まで

27,159 0 27,159

仮設棟プレハ
ブ賃借料

224,880 0
平成32（2020）年度から
平成35（2023）年度まで

224,880 56,220 168,660

南棟アスベス
ト撤去および
地上部解体
工事

174,010 0 平成32（2020）年度 174,010 43,503 130,507

左の財源内訳

債務負担行為に関する調書

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額
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千円 千円 千円

１   

(1) 入 院 収 益 9,801,584

(2) 外 来 収 益 4,771,169

(3) そ の 他 医 業 収 益 253,400 14,826,153

2   医    業    費    用

(1) 給 与 費 8,493,325

(2) 材 料 費 4,204,800

(3) 経 費 2,256,530

(4) 減 価 償 却 費 879,769

(5) 資 産 減 耗 費 26,500

(6) 研 究 研 修 費 49,449 15,910,373

1,084,220

3

(1) 受 取 利 息 配 当 金 3

(2) 補 助 金 798,200

(3) 他 会 計 負 担 金 694,341

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 益 83,432

(5) 資 本 費 繰 入 収 益 47,463

(6) そ の 他 医 業 外 収 益 158,083 1,781,522

4

(1) 支 払 利 息 102,491

(2) 保 育 所 運 営 費 26,141

(3) 雑 損 失 557,386

(4) そ の 他 医 業 外 費 用 500 686,518

医 業 外 費 用

平成３０年度青梅市病院事業会計予定損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

医 業 収 益

医 業 費 用

医 業 損 失

医 業 外 収 益
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千円 千円 千円

5 12,839 1,082,165

2,055

6

(1) 固 定 資 産 売 却 益 132,457

(2) 過 年 度損益修正益 20,020 152,477

7

(1) 固 定 資 産 売 却 損 1,538

(2) 過 年 度損益修正損 21,399

(3) そ の 他 特 別 損 失 100 23,037 129,440

127,385

0

0

127,385

予 備 費

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金
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千円 千円 千円 千円

1

（１）

ア 土 地 310,409

イ 建 物 21,201,472

建 物
減 価 償 却 累 計 額

ウ 構 築 物 403,439

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

エ 器 械 備 品 6,827,668

器 械 備 品
減 価 償 却 累 計 額

オ 車 両 5,101

車 両
減 価 償 却 累 計 額

カ 放 射 性 同 位 元 素 13,566

放 射 性 同 位 元 素
減 価 償 却 累 計 額

キ 建 設 仮 勘 定 190,720

ク そ の 他 有 形 固 定 資 産 1,000

9,374,662

（２）

ア 電 話 加 入 権 4,370

4,370

（３）

ア 長 期 貸 付 金 22,772

イ 基 金 10,215

ウ そ の 他 投 資 2,584

35,571

9,414,603

平成３０年度青梅市病院事業会計予定貸借対照表

（平成３１（２０１９）年３月３１日）

資    産    の    部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

△ 14,469,245 6,732,227

△ 377,062 26,377

△ 4,720,167 2,107,501

△ 2,471 2,630

△ 9,768 3,798

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

2

（１） 5,263,551

（２） 2,856,116

△ 6,988 2,849,128

（３） 68,746

（４） 1,000

8,182,425

17,597,028

3

（１）

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

4,591,734

（２）

ア 退 職 給 付 引 当 金 2,754,260

2,754,260

7,345,994

4

（１）

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

839,389

（２） 1,076,950

（３） 918

（４）

ア 賞 与 等 引 当 金 503,562

503,562

（５） 8,035

（６） 1,000

2,429,854

未 払 金

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

ア

負    債    の    部

現 金 預 金

流 動 資 産

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金 合 計

預 り 金

引 当 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

ア

固 定 負 債

企 業 債

839,389

4,591,734

企 業 債 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 収 金

流 動 負 債 合 計

前 受 金

資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

5

（１） 2,478,754

△ 1,727,702

751,052

10,526,900

6 3,250,979

7

（１）

ア 受 贈 財 産 評 価 額 1,000

イ 寄 付 金 18,570

19,570

（２）

ア 減 債 積 立 金 144,300

イ 利 益 積 立 金 250,000

ウ 建 設 改 良 積 立 金 3,277,894

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

3,799,579

3,819,149

7,070,128

17,597,028

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

エ

資 本 金

127,385

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益

負 債 合 計

資    本    の    部
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千円 千円 千円 千円

1

（１）

ア 土 地 310,409

イ 建 物 21,201,472

建 物
減 価 償 却 累 計 額

ウ 構 築 物 403,439

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

エ 器 械 備 品 6,983,197

器 械 備 品
減 価 償 却 累 計 額

オ 車 両 5,101

車 両
減 価 償 却 累 計 額

カ 放 射 性 同 位 元 素 13,566

放 射 性 同 位 元 素
減 価 償 却 累 計 額

キ 建 設 仮 勘 定 711,603

ク そ の 他 有 形 固 定 資 産 1,000

9,607,018

（２）

ア 電 話 加 入 権 4,370

4,370

（３）

ア 長 期 貸 付 金 26,968

イ 基 金 10,215

ウ そ の 他 投 資 2,584

39,767

9,651,155固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

平成３１年度青梅市病院事業会計予定貸借対照表

（平成３２（２０２０）年３月３１日）

資    産    の    部

△ 4,766,259

△ 14,861,444 6,340,028

△ 379,968 23,471

2,216,938

△ 2,888 2,213

△ 12,210 1,356

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
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千円 千円 千円 千円

2

（１） 5,047,184

（２） 2,775,069

△ 6,704 2,768,365

（３） 67,646

（４） 1,000

7,884,195

17,535,350

3

（１）

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

4,226,857

（２）

ア 退 職 給 付 引 当 金 2,937,373

2,937,373

7,164,230

4

（１）

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

868,676

（２） 1,187,201

（３） 918

（４）

ア 賞 与 等 引 当 金 518,445

518,445

（５） 8,035

（６） 1,000

2,584,275

前 受 金

未 払 金

企 業 債 合 計

預 り 金

引 当 金 合 計

未 収 金

流 動 資 産

資 産 合 計

負    債    の    部

固 定 負 債

企 業 債

現 金 預 金

ア 4,226,857

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

企 業 債

企 業 債 合 計

868,676

引 当 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

ア
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千円 千円 千円 千円

5

（１） 2,478,484

△ 1,829,829

648,655

10,397,160

6 3,323,101

7

（１）

ア 受 贈 財 産 評 価 額 1,000

イ 寄 付 金 18,571

19,571

（２）

ア 減 債 積 立 金 144,300

イ 利 益 積 立 金 250,000

ウ 建 設 改 良 積 立 金 2,788,347

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

3,795,518

3,815,089

7,138,190

17,535,350

資 本 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

負 債 合 計

資    本    の    部

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

エ 612,871

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
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（重 要 な 会計 方 針 にか か る 事項 に 関 する 注 記 ）  

１  平成 ２ ６ 年度 より 改 定 後の 地 方 公営 企 業 会 計 基 準 を 適 用 し て財 務

諸表 等 を 作成 し て いる 。  

２  た な 卸資 産 の 評価 基 準 およ び 評 価方 法  

  貯 蔵 品   

先入 先 出 法に よ る 原価 法（ 貸借 対 照 表価 額 は 収 益 性 の 低 下 に も

とづ く 簿 価切 下 げ の方 法 に より 算 定 ）  

３  固 定 資産 の 減 価償 却 の 方法  

  有 形 固定 資 産  

 ( 1 ) 減価 償 却 方 法  定 額 法  

 ( 2 ) 主な 耐 用 年 数   

ア 建  物 ７年 ～ ４ ７年

イ 構 築 物 ３年 ～ ５ ０年

ウ 器械備品 １年 ～ ２ ６年

エ 車  両 ５年 ～ ６ 年

オ 放射 性 同 位元 素  ５年

４  引 当 金の 計 上 基準  

( 1 ) 貸倒 引 当 金  

   債 権 の 不納 欠損 に よ る損 失 に 備え る た め、 回 収 不能 見 込 額を 実

績率 等 に より 計 上 して い る 。  

   な お 、 長期 貸付 金 に つい て は 、青 梅 市 助産 師 お よび 看 護 師修 学

資金 貸 与 条例（ 昭 和４ ４ 年 条例 第 ２ ３号 ）に も とづ く 債 務 免 除 の

ため 、毎 事 業年 度 看護 師 対 策費 に 費 用計 上 し てい る こ と か ら 、貸

倒引 当 金 は計 上 し てい な い 。  

( 2 ) 退職 給 付 引当 金  

   職 員 の 退職 手当 の 支 給に 備 え るた め 、 当事 業 年 度末 に お ける 退

職手 当 の 要支 給 額 に相 当 す る金 額 を 計上 し て いる 。  

   な お 、 出向 職員 の 退 職手 当 に つい て は 、職 員 の 退職 時 に おい て

市 長 部 局 に 異 動 し 、 一 般 会 計 が 負 担 す る 取 扱 い と し て い る た め 、

退職 手 当 にか か る 引当 金 の 計上 は せ ず 、毎事 業 年度 職 員 退 職 手 当
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基金 積 立 分繰 出 金 とし て 費 用負 担 し てい る ｡  

( 3 ) 賞与 等 引 当金  

   職 員 の 期末 勤勉 手 当 およ び 法 定福 利 費 の支 給 に 備え る た め、 当

事業 年 度 末に お け る支 給 見 込額 に も とづ き 、当 事業 年 度 の 負 担 に

属す る 額 を計 上 し てい る 。  

５  消 費 税等 の 会 計処 理  

消費 税 お よび 地 方 消費 税 の 会計 処 理 は税 抜 方 式に よ っ てい る 。  

（予 定 貸 借対 照 表 等に 関 す る注 記 ）  

１  企 業債 に か か る一 般 会 計の 負 担  

  平成 ３ １ 年度 予定 貸 借 対照 表 に 計上 し て い る 企 業 債 （ １ 年 以内 に

償還 予 定 のも の を 含む ）の う ち 、一 般会 計 が 負 担 す る と 見 込 ま れる

額 は 4 6 4 , 2 0 9 千 円で あ る 。  

（そ の 他 の注 記 ）  

１  退 職給 付 引 当 金、 賞 与 等引 当 金 の目 的 使 用に つ い て  

  平成 ３ １ 年度 にお い て 、退 職 手 当、 期 末 勤 勉 手 当 お よ び 法 定福 利

費を 支 給 する た め 、退 職 給 付引 当 金 か ら 1 1 7 , 6 5 9 千 円、 賞 与 等引

当金 か ら 5 0 3 , 5 6 2 千 円を 使 用 する 。  
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再生紙を使用しています  

平成 3 1 年度 青梅市病院事業会計予算書 

平成 3 1 年 2 月発行 

編集 青梅市立総合病院 

 事務局経営企画課 

発行 青梅市（青梅市病院事業） 

 〒1 9 8 - 0 0 4 2  

 東京都青梅市東青梅４丁目１６番地の５ 

 電話番号 0 4 2 8 - 2 2 - 3 1 9 1（代表） 



古紙配合率70％再生紙を使用しています


	空白ページ

